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2019年1２月度監査技術ゼミ

～グループ経営失敗事例から学ぶ～



【本日私がお話したい内容】

１．近時のグループ経営失敗事例の紹介と分析
1-1. 国内グループ経営の失敗（いわゆる不祥事）
1-2. 海外グループ経営の失敗（会計不正）

３. 欧米多国籍企業の事例
３-1. 私が海外M&AのPMI過程で経験した事例
3-2．上記事例のポイントと効果的運用方法

２. 私見（組織的監査体制の重要性：討議）
２-1. 監査体制について（監査役体制における三様監査 vs. 委員会型監査）
２-2. 監査担当役員の資質について
２-3．執行トップに対するけん制機能について
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「グループ経営におけるガバナンス、内部統制、監査体制」における
問題の所在

■子会社、関係会社といえでも別法人格であり、自主性を尊重すべきであると
いう側面がある

しかし、一旦不祥事や不正事案が起きた場合（特にブランドを共有している場合）
親会社のみならずグループ全体の企業価値を一瞬で大きく棄損し、回復には大き
なコストと長い期間が必要になるため、グループ経営におけるリスク管理、特に重
要リスクのモニタリングは監査役等にとって、近時最重要課題の一つである

■１００％子会社であればよいが、そうでない場合、少数株主を尊重すべきであ
り、親会社の思いのままにコントロールはできない（すべきでないという意見）

■たとえ、１００％子会社であっても、設立の経緯、親会社と子会社経営陣の人
的関係（同期、先輩後輩）等によってガバナンスが効きづらい場合がある

■子会社が親会社のコアビジネス以外の事業領域である場合、企業文化が異
なる場合や物理的所在地が遠隔地である場合（特に海外子会社の場合）ガ
バナンスが効きづらい場合がある
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■M&Aで買収した大型子会社（特に海外子会社の場合）などの場合、リソース
に限界のある監査役往査でどこまで実態に迫れるか不安がある



コーポレートガバナンスとグループ経営におけるガバナンス

中間株主

グループ経営
におけるガバ
ナンス

グループ経営時代
における広義の
コーポレートガバ
ナンス
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グループ経営における不祥事・不正事案

■海外子会社の不祥事・不正事案
■海外子会社における贈収賄・カルテル不正⇒ 日本企業海外子会社で複数発生
■GDPR（欧州個人情報保護規則）違反⇒ 今後執行事例が発生する可能性？

■会計不正
・経営者主導の不正
・事業部門による不正
・買収した会社の子会社（孫会社）の不正

■国内における子会社不祥事・不正事案
・食品会社（および総合商社）子会社による偽装食肉事件
・総合商社子会社による補助金対象製品虚偽申請

・杭打ちデータ改ざん
・免震ゴムデータ改ざん
・近時多発している製品検査/品質データ改ざん（本体および子会社、グループ全体）
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神戸製鋼所の事案（何が起きたのか）

https://www.kobelco.co.jp/progress/background.html

神戸製鋼の川崎博也会長兼社長
は3月6日の記者会見で、不正が少
なくとも1970年代から続き、現職の
執行役員3人と元職の取締役ら2人
が関与するなど、不正が長期間、
組織的に行われていたことを認め、
陳謝した。

子会社ガバナンスの問題に
加え、親会社自身のコーポ
レーガバナンスの問題
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最近発生した海外子会社における
会計不正事案（各事案における共通点）

■実在性のない売上（架空売り上）および売掛金に関する会計不正がメインのものが８事案のうち６事案
（日立工機、沖電気工業、イオンファイナンシャルサービス、江守グループホールディングス、KDDI、

富士フジフィルムHD）を占めた。

■残り２事案が秘匿負債/費用がメインであり、1事案（JVC・ケンウッド・ホールディングス）が滞留債権と在庫の
引当不足、１事案（LIXILグループ）が簿外債務であった。

■いずれも売り上げに対する本社からの強いプレッシャーを背景に、海外子会社トップ（または幹部社員）が主導し、財務状況を経営実態よりも大幅に
良く見えるように偽装することを目的とした意図的な会計不正であった。 このため、内部統制は無効化されていた。

■いずれも隠ぺい工作、日本の親会社の関与不足等の理由で不正（または不適切な取引）が長期間継続し、 損失額が数百億円にのぼった。
※イオンファイナンシャルサービスのみ数十億円の規模に留まっている

■８事案のうち１事案（LIXILグループ）は当該海外子会社が破産申請して初めて発覚、２事案（KDDI、富士フィルムHD)は現地経営者が現地警察に
逮捕されて発覚、または正式に捜査が開始されて初めて本社が対応に着手。１事案（江守グループホールディングス）は発覚直後に親会社を含む
グループ全体が破たんした。

■８事案のうち３事案（（JVC・ケンウッド・ホールディングス、沖電気工業および富士フィルムHD）は当該海外子会社が日本の親会社から見て曾孫会社
に相当し、2事案（イオンファイナンシャルサービスおよびLIXILグループ)は孫会社に相当しており、いずれも親会社からの統治が間接的かつ不十分で
あった。

■いずれも当該海外子会社の監査を担当した大手監査法人は、不正（または不適切な取引）が発覚する直前期まで長年適正意見を表明していた。

■いずれの親会社も海外子会社に対するガバナンス、内部監査が極めて不十分であった。

【８事案にみられる共通点等】

※各社の外部調査委員会報告書等の公開資料より

不正発覚後、多くの経営者が記者会見で今後の「ガバナンス体制強化」を意思表明
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海外子会社における会計不正事案から学ぶべき点（報告された改善案）

■グローバル連結経営において以下のような体制があれば、更に会計不正のリスクを低減できる -各社の報告書の改善計画より-

・海外子会社の会計情報を一括管理するためのグローバル会計システムの導入

・期末の評価等に関する基本的考え方をとりまとめたグローバル経理規程の導入

・地域統括会社（またはグローバル本社）シェアードサービスによる経営インフラの集約（会計システム、ITシステム、経理機能、物
流機能、資金調達・決済等の財務機能など）によるガバナンスの強化

・オンラインバンキング等IT活用によるグローバル本社からの財務情報の見える化

・地域統括会社（またはグローバル本社）による海外子会社の月次モニタリング（会計情報、営業情報等を総合して実施）

・地域統括会社（またはグローバル本社）による定期的内部監査の実施（たとえ会計監査人が決算結果に適正意見を出していたと
しても、会計プロセスについて検証する）

・海外子会社で完結する内部通報制度のみならず、地域統括会社（またはグローバル本社）直結のグローバル内部通報制度の導
入

・子会社監査委員会の機能強化（例:専門家を起用し会計監査人との協議、内部監査部門への指揮命令等を実施）

・事業部門から独立した内部監査部門による独立的評価
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我が国の内部監査基準

近年のガバナンス重視の傾向により平成26年に改訂された
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内部監査組織について（近年の傾向）の基準改訂のポイント

出所：日本内部監査協会（平成26年5月23日承認）内部監査基準

出所：内部監査基準改訂の背景および主な改訂点 平成 26 年 6 月 1 日 一般社団法人日本内部監査協会
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コーポレートガバナンスとグループ経営におけるガバナンス

中間株主

グループ経営
におけるガバ
ナンス

グループ経営時代
における広義の
コーポレートガバ
ナンス

グループ全体にど
のようなリスクがあ
るかを見極め、

重要なリスクが適
切にコントロールさ
れていることをモニ
ターすることが重要
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子会社マネジメントに必要不可欠なGRC(海外子会社か否か問わず）

【海外グループ経営の場合特に有効】

グループ経営におけるＧＲＣとモニタリングのイメージ

（Ｇ） ガバナンス

（Ｒ） リスクマネジメント

（Ｃ） コンプライアンス

グループ本社が主導してグループ全体に仕組みを導入

実際に機能しているか本社が
監査活動を通じてモニタリング

運
用
は
子
会
社
主
体

親
会
社
と
子
会
社
の
役
割
と
責
任
の
明
確
化
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原則：事業運営軸は子会社
の機動性を損なわない
よう権限委譲：分散
(decentralize) でも良
いがコンプライアンス
の中心軸は本社集中
（centralize)が効率的
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Three conditions for Audit Committee to effectively function
（監査委員会が機能するための3条件）

１．Formality ( Formal organization) of the Committee
（まずは、監査委員会として正しい形式）

2. Knowledge and Capabilities of Each Committee Member
（次に、各委員の専門的知見、能力、覚悟）

3. Capacity to Say No to CEO (or Chairman)
（最後に、そして最も重要なことは、執行のトップにノーといえること）
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第３の選択肢としての監査等委員会設置会社の急増-1

2018年6月23日本経済新聞記事より
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2019年末現在、既に千社を超
える会社が監査役会設置会社
から監査等委員会設置会社に
変更している。



第３の選択肢としての監査等委員会設置会社の急増-2

【監査役】
・自ら監査（実査）する役割
・独任制の下、個々の監査役がそれぞれ権限を有する

【監査等委員】
・自らは監査（実査）せず、外部監査人、内部監査部門に適切に監査させる役割

（常勤者は必ずしも必要とされない）
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■どちらの形式が優れているかという議論はあまり意味がない
■いずれの形式においても、いかに実質的に機能させるかが重要

■ただし、グループが大きくなった場合（特にグローバル・グループ化した場合）
監査役個人のグループ会社への往査にどれだけの効果があるか疑問

■組織的な監査が重要と考える

【私見】



私が考える組織的監査の成立条件-1

【私見】

■内部監査活動への直接的な関与（連携、情報共有という緩いものではなく直接指揮命令）

●内部監査部門への指揮命令権限（特に、監査計画への関与、直接報告を受ける機会）

●内部監査部門長の人事（異動）・評価に関する権限

●内部監査部門運営に関する予算の確保

■会計監査人との積極的連携

●会計監査人の選任権に加え、監査計画（プロセス）・報酬水準決定への関与

●期末のみならず、期中における積極的なコミュニケーション

●執行（社長）、監督（取締役、とくに社外）、監査の３者間で連結グループ内の
重要リスクの内容を共有し、取締役会でコントロール状況を討議する
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私が考える組織的監査の成立条件-2

【私見】

■業務の有効性・効率性およびコンプライアンス

●各監査役・監査（等）委員の業務理解に加え、重要リスクが予め特定されていること

●内部監査部門を直接指揮命令できるだけの知識と経験

●社内執行部門から直接情報を受ける機会

■財務報告の信頼性

●KAMの内容について会計監査人と討議できるだけの専門的な知識

●グループ会社も含めたリスクおよび監査計画についての深い討議（監査報酬との関係）

ただし、属人的な社内のパイプにのみ頼るのは危険
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私が考える組織的監査の成立条件-3 

【私見】

■監査役・監査（等）委員の指名・決定

●代表取締役による指名・実質的な決定は避けたい（社外役員主導による決定）

■情報経路の確保

●内部監査部門への指揮命令権限（特に、監査計画への関与、直接報告を受ける機会）

●内部通報制度への直接的な関与（社内周知・活性化、通報内容の直接的把握）

■その他

●専門的知識・能力・覚悟をもった常勤者（社外独立常勤が理想的？）の確保

●私見として、上記は監査（等）委員会設置会社においても然り
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参考：米国（モニタリングボード）型ガバナンスモデル-1 （全体像）

■米国上場企業等のガバナンス機能と組織、その特徴
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分離



アップル社のケース

取締役会メンバー

Executives（執行幹部）
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■「ガバナンス・マトリックス」による米国企業のガバナンスモデル

・取締役として象限Ｂ２に属し、かつＥ１にも属し業務執行している人物は、ＣＥＯの他数名に過ぎない（一般的日本企業では、
圧倒的多数が重複している）

・象限B2の取締役会の中の監査委員会が監査機能を担っており、外部独立監査人も、監査委員会が選任し活用している
・監査委員会はE2象限の内部監査部長に直接指揮命令し、監査に活用している
・執行者をけん制するという面で、株主の立場から判り易いガバナンス構造となっている

財務報告の信頼性等を経営者
から独立した立場から監査
（実査）し意見を表明する

実査を通じて各執行ラインか
ら独立した立場で、各業務、
リスク管理等が適切に行われ
ているかを、再評価する。改
善点があれば助言する

外部監査人と内部監査部門の
監査計画・結果をレビューす
ることが主な役割。原則とし
て、自ら実査は行わない

参考：米国（モニタリングボード）型ガバナンスモデル-2 （監査委員会）
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第1の防衛線 第2の防衛線 第3の防衛線

部署（例） ・事業部門 ・リスクマネジメント部門
・コンプライアンス部門
・品質管理部門
・労働安全部門
・環境管理部門 等

・内部監査部門

役割と責任 リスクオーナーとして日常的にリス
クへの対応、コントロールのデザイ
ン・導入、および継続的改善活動
を行う

管轄する特定リスクに対する管理活動
について、第1の防衛線部門の活動を支
援する

第１、第2の防衛線の有効性を独立
的に評価し、保証する

3本の防衛線モデル

第1の防衛線 第2の防衛線

経営管理者
による統制

第3の防衛線

内部統制の
測定

財務統制

セキュリティ

リスクマネジメント

品質

コンプライアンス

検査

内部監査

経営者

監督機関 / 取締役会 / 監査委員会

外
部
監
査

規
制
当
局

出典： IIA Position Paper : THE THREE LINES OF DEFENSE IN EFFECTIE RISK MANAGEMENT ANDCONTROL, January 2013

上司による
日常的な
監督・指示

内部
統制

The Three Lines of Defense in Effective Risk Management and Control

まず、執行ライン
が、自図からの責
任で内部統制を整
備、運用する

監査委員会が内部監査計
画と監査結果をレビュー
することにより、このモ
デルを有効に機能させる

次に、内部監査部門が
執行部門が整備・運用
する内部統制が有効に
機能しているか独立的
に評価する

参考：米国（モニタリングボード）型ガバナンスモデル-3 （３本の防衛線）
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【ご参考】
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質疑応答


